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  人は健康を害したりストレスを感じたりすると，すぐに顔色に出るため他人が気づいてくれる．しかし，
橋梁や鉄塔などのインフラ構造物は，力の不均衡や局所的な負荷などによって健全性を欠いても，その様

子がすぐに表には現れることがない．そのため，地震や突風などによる自然災害が発生したときに，想定

外の事故が発生することがある．したがって，常日頃から，これらの構造物の健全状態を把握してメンテ

ナンスを行い，安全に供用することが大切である．供用中の構造物の健全性を比較的簡便かつ安全に調べ

る方法の一つとして超音波を使った測定技術がある．ここでは，鉄鋼構造物のメンテナンスに着目し，超

音波を使った非破壊検査技術を取り上げる．そして，構造物に働くストレス（応力）を超音波によって非

破壊で計測する音弾性技術を概説する．また，著者がこれまで取り組んできた防災に関わる鉄鋼構造物の

応力測定の例について紹介する．  
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１． はじめに 

 

現在，我々の生活は，道路や鉄道などの交通，発電や

送電，それにトンネルやビルといった社会基盤構造物

（いわゆるインフラ構造物）と大きく関わっている．こ

れらの構造物は，適切な管理が行われないまま過酷に供

用されると，設計当初で想定していた以上の負荷がかか

ることによって劣化が進行し，崩壊や破損といった事故

につながる可能性がある．構造物の老朽化による倒壊事

故として，笹子トンネルが崩壊する事故が記憶に新しい．

これは，天井板を支えるアンカーボルトの点検不足から

老朽化が進み，耐えきれる負荷を越えたことが原因とし

て挙げられている1)．日本国内のインフラ構造物は，

1960年代から1980年代にかけてのいわゆる高度経済成長
期に集中的に建設された．これらの構造物の寿命は一般

的に50年と言われており，この年数を超えるインフラ構
造物の数は今後加速度的に増えることになる．国土交通

省は，表-1に示すように，代表的なインフラ構造物の老

朽化についての最新の調査結果を平成26年度国土交通白
書で公表している2)．これを見ると，例えば橋梁では，

長さ2メートル以上の橋梁は平成25年の時点で約70万橋
（長さが15メートル以上だと，約15万5000橋）あり，そ

のうち建設後50年以上が経過したものは約18%を占めて
いる．それが10年後の平成35年に約43%，20年後の平成
45年にはなんと約67%と半数を超える橋梁が寿命を迎え
る．ここで，国内の橋梁のうち60％近くの橋は市町村道
にあるものであることに注意したい．和歌山県でも，県

が管理している橋梁約2,400橋のうち，2018年には建設
後50年を超える橋梁の割合は50%以上となる3)．これら

は，最近になってようやく点検が進んできたものの，自

治体の予算不足や維持管理の知識の欠如で管理が十分に

行き届いていないのが現状である．一方，水門に代表さ

れる河川監視施設における老朽化の割合も平成25年から
45年までの20年間にかけて約25%から約62%へと急増し

表-1 社会資本の老朽化の現状2)． 

 
 平成25年3月 35年3月 45年3月 

道路橋 
（橋長2m以上） 

約18％ 約43％ 約67％ 

トンネル 約20％ 約34％ 約50％ 
河川管理施設 
（国管理の水門等） 約25％ 約43％ 約64％ 

下水道管きょ 約2％ 約9％ 約24％ 
港湾岸壁 

（水深-4.5m以深） 
約8％ 約32％ 約58％ 
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ており，橋梁以外のインフラ構造物でも老朽化の波が押

し寄せていることがわかる．このような状況の中で，国

土交通省では，平成25年を「社会資本メンテナンス元年」

と位置づけ，国を挙げてのインフラ構造物の老朽化対策

に取り組むための体制作りを図っている．平成26年5月
に決定された「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動

計画）」によると，定期的なメンテナンス（修繕・更新）

やメンテナンスコストの縮減などを掲げている．従って，

より簡便な検査技術の開発が必要不可欠となっている．

このような技術によって普段からインフラ構造物の健全

性が維持されれば，今後近い将来必ず起こるとされてい

る南海トラフ地震が起こった場合でも倒壊を未然に防ぐ

ことができ被害を最小限にできると考える．ここでは，

検査対象物を壊さずに内部の健全性が評価可能な超音波

検査技術を取り上げる．中でも外見上では評価が困難な

鉄鋼インフラ構造物内部のストレス（応力）を非破壊で

計測可能な音弾性について，その原理と応用例について

概説する． 
 

２．超音波検査技術 

 
超音波は人の耳には聞こえない約20kHz以上の高周波

の音を指している．超音波は目では見えない物体内部の

情報を検出する手段の一つとして使え，以下に示す特徴

を有することから，現在では，医療や工業など様々な分

野で検査を目的とした活用がなされている． 
（a）固体，液体，気体といったあらゆる物質中を伝わ

る． 
（b）電磁波に比べ超音波の伝搬速度が遅く，そのため

同じ周波数であれば波長が短い．つまり，指向性を

鋭く，そして伝搬方向の分解能を高くすることがで

きる． 
（c）液体や固体中では，電磁波に比べ減衰が小さい． 
（d）放射線と比べ，人体に対し非侵襲，つまり取り扱

いが容易である． 
また，超音波の主な性質として， 

① 音響インピーダンス（密度と伝搬速度の積）の

異なる界面で反射する． 
② 伝搬媒体の密度や弾性率の大きさに依存してそ

の媒体における音速が変化する． 
がある．例えば，①の性質を利用して，材料内のき裂や

異物など欠陥検出が行われている．欠陥からの反射波を

捕らえると，伝搬時間から欠陥の大まかな位置を，そし

て，反射波の振幅から欠陥の大きさや種類を推定するこ

とが可能である．一方，②の性質は，材料の異方性や疲

労，それに応力など，被検体の特性評価に利用すること

ができる． 
 超音波を用いた検査システムの開発にあたっては，こ

れらの性質を利用することはもちろんであるが，表-2に

示すように，用途に応じて検査方法や超音波の種類を選

択し使い分ける必要がある．ここで，垂直法とは，検査

対象表面に対し垂直に超音波を入射する方法であり，斜

角法は角度を付けて入射する方法である．また，縦波は，

波の進行方向と振動方向が同じ波であり，あらゆる物体

中を伝わる．一方，横波は，波の進行方向と振動方向が

互いに直交しており，固体のみを伝わる．また，表面波

は臨界角で検査対象表面に超音波を入射したときにその

面に沿って伝搬する波であり，板波とは通称ガイド波と

も呼ばれ二つの境界面内で反射を繰り返しながら比較的

遠方まで伝わる波の総称である．このような波の性質を

十分理解した上で，検査対象物の形や構造，それに検査

目的に応じて，反射法や透過法といった検出方法や超音

波発生方法も選択しなければならない．例えば，超音波

を送･受信する場合，圧電効果を利用した超音波探触子

を用いるのが一般的である．圧電効果とはある物質に圧

力を加えると圧力に比例した表面電荷が現れる現象であ

り，このような性質をもつ物質は逆に電界を印加すると

物質が変形する逆圧電効果を有している．圧電効果を示

す材料には，PZTを代表する圧電セラミックとPVDFを

表-2 超音波検査法における波の種類と主な用途． 

 

検査方法 波の種類 主な用途 

垂直法 縦波 内部欠陥の探傷，厚さ測定，材料特性評価 

垂直法 横波 内部欠陥の探傷，音響異方性の測定（音弾性） 

斜角法 横波 底面の探傷，溶接部の探傷，TOFD探傷 

表面波法 
表面SH波 

漏洩レイリー波 
クリーピング波 

表面欠陥の探傷，異方性の測定，疲労損傷の測定 
腐食検査，表層部の特性評価 

板波法 SH波，ラム波 薄板や管の探傷，剥離や堆積物の検査 

非線形法 縦波，横波 応力腐食割れ（SCC）やマイクロクラックなど閉口き裂の探傷 
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代表とする圧電高分子がある．๓⪅は，超音波探触子と

してのឤ度が高いという特徴を有し，後⪅はᗈᖏᇦな周

波数特性を有しているので༢ࣝࣃス超音波による高分解

能な計測が可能である．超音波を応用する場合には，ま

ず発生させる超音波の種類を選択し，入射効率や周波数

ᖏᇦを考៖して振動子材料や探触子構造を選択する必要

がある．この後の❶で概説する表面SH波を使った音弾

性では探触子構造を工ኵすることで，高⢭度な応力測定

を可能にした． 
 

㸱．表㠃SH波音ᙎᛶ法にࡼる㠀◚ቯࢫࣞࢺࢫ ᐃ 

 㸦ᛂຊ㸧 ᐃのᚲせᛶࢫࣞࢺࢫ (1)
人は健ᗣを害したりストレスをឤじたりすると，すぐ

に㢦Ⰽに現れるため，௚人が気づいて気㐵いをしてもら

える．しかし，橋梁や鉄ሪなどのインフラ構造物は，力

の不ᆒ⾮やᒁᡤ的な㈇荷などによって健全性を欠いても，

その様子がすぐに表には現れることがない．もし，スト

レスが生じているのを気付かずにこれらのインフラ構造

物を౪用し⥆けると，地震，ྎ㢼などの⮬然⅏害，さら

に地┙ỿ下などの外力がാいたときにはより大きく変形

が生じ最ᝏな場合は倒壊することがある．したがって，

構造物の健全性を定期的にㄪべることが㔜要であり，部

材取᭰やᘓて᭰えなどの㐺ษなメンテナンスの検ウに㝿

しても構造物の構成部材に作用している現時Ⅼでの応力

評価をṇ☜に行う必要がある．すなわち，力の不ᆒ⾮が

ാいて倒壊の可能性があるかどうか，᪩ᛴに⿵修が必要

かどうか，そしてᏳ全に⿵修が行えるかどうかなどをุ

᩿し，⿵修に対する最㐺な工法を選択することが大変㔜

要である．また，⿵修後も㐺ษに⿵修が᏶஢したかどう

かの☜ㄆも応力評価により☜ㄆすることもᛀれてはなら

ない．ところが，これまでその場の応力を在ጼ状ែ（解

体することなくそのままの状ែ）で非破壊評価するᐇ用

的な⿦置は開発されていないのが現状である．  
 

(2) 表㠃SH波音ᙎᛶ法 
 一般的な応力測定法としてṍみࢤーࢪ法があるが，こ

の方法はṍみࢤーࢪを㈞り付けてからの応力್の変化し

か測定できない．つまり，その場のṧ␃応力は測定でき

ない．その場のṧ␃応力್を▱るためには，㈇荷応力を

㝖ཤした後にṍみࢤーࢪを㈞り付けて一度測定を行い，

その後にその⟠ᡤをษり出して෌測定（つまり破壊ヨ㦂）

を行う必要がある．また，X線ᅇᢡを利用した方法は非

破壊での応力測定が可能であるが，放射線を使うがᨾに

取扱が容易ではなく，計測できる応力の⠊ᅖも被検体表

面からわずか数μmの῝さのࡈく表層部分に限られる． 
一方，応力を非破壊で測定する方法に，応力状ែによ

り超音波の伝搬速度がわずかに変化する現象を利用した

音弾性法がある 4)．音弾性法の一つに，ᅗ-1に示すよう

な，表面に平行で伝搬方向に対し垂直に振動する表面
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有する圧ᘏ鋼板に表面 SH 波を互いに垂直な方向に伝搬

させるとき，材料の直交異方性の㍈と主応力方向が一⮴

する場合には，これらの音速ᕪと主応力ᕪ（σ1㸫σ2）が

比例するというḟᘧの表面 SH 波音弾性法๎を利用する

ものである．ᙅい直交異方性を有する材料が平面応力状

ែにあり，圧ᘏ方向と伝搬方向のなす角 θが 0°，つまり

圧ᘏ方向，主応力㍈，ཬࡧ伝搬方向がそれࡒれ一⮴する

とき，伝搬方向が互いに直交する二つの表面 SH 波の┦
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で୚えられる．ここで，ΦS(0°)は圧ᘏ方向と主応力方向

が一⮴した場合の音響異方性，VS0はVS(0°)とVS(90°)の平

ᆒ್，VS(θ)はθ方向に伝搬する表面SH波の伝搬速度，σ1，

σ2は主応力，CSは表面SH波音弾性定数である．ᘧ(1)か
ら音響異方性は表面SH波音弾性定数と主応力ᕪの積で

୚えられ，組⧊異方性の㡯はྵまれない．このように表

面SH波を用いる表面SH波音弾性法では，」ᒅᢡ音弾性

法（೫向方向が互いに直交する二つの横波を材料の厚み

方向に伝搬させてその音速ᕪから応力を評価する方法）

でၥ㢟になる組⧊異方性の分離ၥ㢟から開放され，材料

の組⧊異方性の大きさや方向が未▱であっても，原理的

に主応力方向と主応力ᕪの測定が可能である．表面SH
波音弾性法では，材料表面からおおよそ1波長の層の平

ᆒ応力を測ることができる． 
 
(3) Tᙧ表㠃 SH波ࢧࣥࢭ 5) 

 表面 SH 波音弾性法は，材料の組⧊異方性のᙳ響を全

く受けずに応力測定が可能であるが，表面 SH 波は開口

面に平行に振動する横波を直接ヨ料に入射させなければ

ならないために⢓性の高い接触媒質を用いる必要があり，

接触媒質の厚みやヨ料表面の⢒さ➼のᙳ響を受けやすい．

このため，高⢭度音速測定が難しく，応力測定のᐇ用化
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には至っていない．そこで，表面 SH 波音弾性法の実用
化に向け，測定誤差となる接触媒質の厚みの影響を軽減

させる方法として図-2に示すT形表面 SH波センサを新
たに考案した． 
 T形表面SH波センサとは二つの送信子，四つの受信子
を用いて双方向送受信を行うことにより，接触媒質の厚

み変化による誤差を軽減し，高精度な伝搬時間の測定を

可能にしたセンサである．振動子には横波用PZT振動子
を用い，くさびには耐摩耗性が高いポリスチレンを用い

ている．振動子面は鋼中に表面SH波が発生するように
入射角が20.7°となるように傾いている． 
 次に，高精度伝搬速度測定の原理について説明する．

センサと試験体の接触面であるα，E，�JA，JBにおいて，

接触媒質などによる遅延時間をそれぞれtα，tE，tJA，tJBと
する．また，遅延時間を除いた送信子Aから受信子a1，

a2までの伝搬時間をそれぞれtA1，tA2，送信子Bから受信
子b1，b2までの伝搬時間をそれぞれtB1，tB2とする．今，

遅延時間を含む送信子Aから受信子a1，a2までの伝搬時

間TA1，TA2は， 

 DJ tttT AAA �� 11  (3) 

 EJ tttT AAA �� 22  (4) 

となる．このとき受信子間距離での伝搬時間差ΔTAは， 

 )()( 12 DE ttttT AAA ��� '  (5) 

となる．同様に送信子Bによる逆方向の伝搬について，
受信子間距離での伝搬時間差ΔTBは， 

 )()( 12 ED ttttT BBB ��� '  (6) 

となる．ここで，式(5)と式(6)の平均をとると，受信子
間距離の平均伝搬時間ΔTは， 
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となり，最終的には，接触媒質などによる遅延時間tα，
tE，tJA，tJBは消去され，接触媒質の厚み変化の影響を受
けずに高精度な伝搬時間の測定を行うことが可能である． 
 
(4) T形表面 SH波センサの性能 

 T 形表面 SH 波センサを用いた音弾性応力評価システ
ムの概略図を図-3に示す．このシステムは，シングアラ

ウンド法による音速測定を基本としている．シングアラ

ウンド法とは，送信・受信を多回数繰り返し，その都度

得られる伝搬時間の積算値から伝搬時間の平均を求める

方法で，センサの変換特性の変動や受信信号のノイズに

よる誤差を軽減し，高精度な音速測定が可能である．実

際の応力測定では１万回の積算を行い，10 ピコ（×10-12）

秒（これは，光がわずか 3ｍｍ進むのに要する時間に相
当）のオーダーまで伝搬時間を計測している．なお，表

面SH波用カップラントには，ソニコートSHN-B25を使

送信子
A 受信子

a1 a2b1b2
送信子

B

試験片 P Q
接触媒質

D E J%J$

くさび

 

図-2  Ｔ形表面ＳＨ波センサ． 

送信子
A

受信子 送信子
B

シングアラウンド装置

切替装置

試験片

PC ディジタルオシロスコープ

 

図-3  Ｔ形表面ＳＨ波センサを用いた音弾性応力測定 

システム． 
 
 
図-3  Ｔ形表面ＳＨ波センサを用いた音弾性応力測定シ

ステム． 
 

      
(a) 受信子a1のみで測定した時の伝搬時間TA1 

 
(b) ４つの受信子で測定したときの平均伝搬時間ΔT 
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用する． 
 㛤発した T形表面 SH波センサの性能について，௨ୗ
に㏙࡭る．いずれࡶ，㌾鋼 SS400ᅽ延ᯈからᅽ延方向を
㛗ᡭ方向にྜわせて切りฟしたࡶのを試験片としている．

まずは測定の෌⌧性について示す．T 形表面 SH 波セン
サをタ置し，また෌度ྲྀりእしてタ置し┤し，センサ接

触面の接触媒質の≧ែを変化させた．この動సを 10 回
繰り返し，伝搬時間測定の෌⌧性をㄪ࡭た．T 形表面
SH波センサの送信子Aから入射し，受信子 a1のみで測
定した時の伝搬時間 TA1 (式(3)ཧ↷)を図-4(a)に，送信

子 A，B から入射し，4 つの受信子で測定したときの平
均伝搬時間 ΔT (式(7)ཧ↷)を図-4(b)にそれぞれ示す．

これらの図のẚ㍑からわかるように，受信子 a1 のみ測
定したሙྜよりࡶ四つの受信子を用いた時方が測定誤差

はᑠさくなった．௨ୖのことより，T 形表面 SH 波セン
サでは接触媒質の厚みなど接触≧ែによる影響を軽減で

き，෌⌧性の高い音速測定が可能である． 
 次に接触媒質の影響について示す．表面 SH 波音弾性
法では，⢓性の高い接触媒質を用いなけれࡤならないた

め，センサをタ置ᚋ，音速がᏳ定するまでᚅつᚲ要があ

る．そこで，ᚑ᮶ᆺである୍ᑐの SH波センサと T形表
面 SH 波センサを用いて，タ置ᚋの時間⤒㐣によるᅽ延
方向の音速変化をㄪ࡭た．それぞれの⤖ᯝを図-5に示す．

ᚑ᮶ᆺのSH波センサ（図-5(a)ཧ↷）では，接触媒質の

⭷厚が時間⤒㐣とඹにⷧくなり，音速がቑຍした．୍方，

T形表面 SH波センサ（図-5(b)ཧ↷）では，時間⤒㐣に

よる኱きな変化はぢられなかった．ᚑって，T 形表面
SH 波センサでは，音速測定において接触媒質の≧ែが
Ᏻ定するまでᚅつᚲ要がなく▷時間での測定が可能であ

ると考࠼られる． 
 最ᚋに，万能試験  ƫ (ᓥὠ〇సᡤ UH-FA500kNA)を用
いて試験片のᅽ延方向に 10㹼120MPa を㈇Ⲵし，T 形表
面 SH 波センサを用いた応力測定の信㢗性について示す．
試験片のᅽ延方向を 0°とし，೫向方向 0°，90°の音速を
஺஫に測定し，その都度得られる音速から応力を求めた．

┿の応力は，センサタ置面⿬ഃに㈞り௜けたࡦずみࢤー

ジを用いて測定した．その⤖ᯝを図-6に示す．万能試験

ᶵで⣙ 120MPa の㈇Ⲵを୚࠼たとき，ࡦずみࢤージ測定
値 125.8MPaにᑐし，音弾性測定値は，123.4±4.6MPaで
あり，ࡦずみࢤージ法を基‽としたሙྜの誤差は 5MPa
௨ୗとなり，そのᶆ‽೫差は 2.2MPa であった．この⤖
ᯝからࡶ，T 形表面 SH 波センサの᭷用性が実ドされた．
また，T 形表面 SH 波センサの音速の測定精度は，0.1 
m/s௨ୗとなり，⣙ 5 MPaの精度で応力測定が可能であ
ることేࡶせて☜ㄆできた． 
 

㸦5㸧ᐇᵓ㐀≀の応力測定࡬の㐺用 

 Ỉ力発㟁用ダムのὥỈྤࢤートにおける実応力測定で

は，ỈᅽⲴ㔜による発生応力のみの測定に␃まっている．

㒊ᮦならびにᵓᡂရをᩚ形や⤌❧時に発生するṧ␃応力

の測定は，඲発生応力に༨めるṧ␃応力の影響を定㔞的

にᢕᥱするためには୙可Ḟである．しかしながら，これ

までṧ␃応力を㠀◚ቯ的に測定・評価する実用的な装置

がなく，評価されていないのが⌧≧である．そこで，୍

定の⟶理Ỉ‽を㉸࠼，ྲྀ替࠼を実᪋したỈ力発㟁ダム用

ὥỈྤࢤートのᪧࢤートゎ体ရを使用し，ᚑ᮶ᡭ法であ

るࡦずみ法（ࡦずみࢤージ法）でṧ␃応力の測定を行う

と同時に，応力≧ែを㠀◚ቯ的に測定可能な表面SH波
音弾性法による応力測定を実᪋した．ᑐ㇟ࢤートは図-7

に示すような鋼〇ラジアル式ࢤートであり，⤒ᖺຎ化に

 
(a) ᚑ᮶ᆺ表面ＳＨ波センサ 

 

 
(b) Ｔ形表面ＳＨ波センサ 
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図-6 ࡎࡦみࢪ࣮ࢤと表面SH波音弾性による応力測定のẚ㍑ 
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伴って，主桁・脚柱では腐食が特に激しく，扉体各部品

での計算応力が管理基準を超過していた．主横桁および

脚柱において複数箇所で主応力方向（流水方向を0°方向）

とその直角方向（90°方向）の二方向での音速を測定し，

主応力差を求めた．例として，図-7(b)に示す測定箇所

AおよびBにおける測定結果を図-8に示す．ここで，残

留応力は水位をゼロにした状態で測ることができる材料

内部に残留する応力であり，水位差応力はダムの水位を

変化させたときの応力変化を示している．今回の実構造

物での応力測定では，ひずみ法による結果と比較すると

大きな差異がある箇所がいくつかあった．この原因とし

て，経年劣化によりゲート表面が激しく孔食し，測定表

面を均一に面出し出来なかった（前処理が不十分）こと

が挙げられる．また，計測時における計測要員の配置や

計測場周辺で別の作業も行っていた関係でゲートの荷重

状態が変化したことも懸念される．現在，短時間に平

面・平滑化が可能なフライス式ポータブル研磨装置を開

発している．今後は，この研磨装置を現場に適用し，表

面SH波音弾性の有用性を実証していく予定である． 
 

４．おわりに 

 
 高度経済成長期に建造されたインフラ構造物の老朽化

が大きな社会問題となっている今，定期的な検査を行う

ことで健全性を保ち，安全に供用することが大変重要で

ある．超音波検査技術は構造物を非破壊で内部の健全性

を評価する技術として注目されている．表面SH波音弾

性法は鋼構造物を在姿でその場の応力を測定するのに有

用な技術であるが，接触媒質の影響を強く受け，これま

で実用的な計測が困難であった．新たに開発したT形表

面SH波センサはこの影響を除去することが可能であり，

約5 MPaの精度での応力測定を実現した．水力発電ダム

の洪水吐ゲートにおける実証実験でもその有効性が確認

された．同時に測定面の簡便かつ短時間での平滑化処理

が課題であることがわかった．今後は，この問題に取り

組みながら実用化を目指したい．同時に，鉄道レールの

軸応力測定，鉄塔や配管などの応力測定にも適用し，維

持･管理や災害時の減災に貢献したいと考える． 
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(a) ラジアル式ゲートを用いた発電ダム 

 

 

(b) 洪水吐ゲート（上から見た図） 
 
図-7 ラジアル式洪水吐ゲートにおける応力測定箇所 
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図-8 応力測定結果の比較 
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